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第５１回社会資本整備審議会計画部会及び 

第４９回交通政策審議会交通体系分科会計画部会 

令和６年４月２５日 

 

 

【社会資本整備戦略推進官】  定刻となりましたので、ただいまから第５１回社会資本

整備審議会計画部会及び第４９回交通政策審議会交通体系分科会計画部会の合同会議を開

催いたします。 

 冒頭の進行を務めます国土交通省総合政策局社会資本整備政策課社会資本整備戦略推進

官の堀でございます。 

 本日はお忙しいところ、本会議に御参加いただきまして誠にありがとうございます。本

日は、全３１名の委員のうち、これからお越しになる先生も含めまして２３名の御参加と

なります。また、本日、一般社団法人日本経済団体連合会常務理事の岩村委員が御欠席で

ありますが、専門的な御意見をいただくために日本経済団体連合会産業政策本部上席主幹

の脇坂様に御出席いただく予定でございます。３０分ほど遅れての御出席となる見込みで

す。 

 よりまして、社会資本整備審議会令第９条第３項及び交通政策審議会令第８条第３項に

定める定足数を満たしておりますことを御報告いたします。 

 次に、議事の公開について申し上げます。本日の計画部会は、社会資本整備審議会運営

規則第７条第１項及び交通政策審議会運営規則第７条第１項の「議事の公開」により、原

則として公開することとされております。本日の会議も公開で開催しておりますので、あ

らかじめ御了承ください。 

 次に、本日の会議形式は、オンライン併用で開催いたします。オンラインで御出席いた

だいております委員におかれては、事務局より事前に御案内したMicrosoft Teams（ＷＥＢ

会議）参加手順を併せて御参照ください。オンラインの皆様におかれましては、カメラ及

びマイクは通常オフの状態で、御発言する際にカメラ及びマイクをオン、発言を終えられ

ましたら、再度オフとしてください。傍聴の皆様は、円滑な会議運営のため、カメラ・マ

イクをオフの状態での傍聴に御協力お願いします。 

 また、会議室にいらっしゃる委員はじめ皆様は、御発言される際は机上のマイク真ん中

の銀色のボタンを押してください。赤が点灯していればオンとなっています。発言が終わ
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られましたら、もう一度銀色のボタンを押してオフにしてください。映像や音声通話に不

都合が生じた場合、チャット機能にてお知らせいただくか、または事前に御案内の緊急連

絡先にお問合わせください。 

 それでは、計画部会の開会に当たりまして、国土交通省総合政策局長の榊より御挨拶を

申し上げます。榊局長、よろしくお願いいたします。 

【総合政策局長】  皆さん、こんにちは。総合政策局長の榊でございます。どうぞよろ

しくお願い申し上げます。本日は、小林部会長をはじめ、委員の皆様におかれましては、

大変お忙しい中、本計画部会に御出席をいただき、誠にありがとうございます。また、日

頃より国土交通行政に格別の御高配を賜っておりますこと、この場をおかりして厚く御礼

申し上げます。 

 国土交通省では、国民の安全・安心の確保、持続的な経済成長の実現、個性を生かした

地域づくりと分散型の国づくり、これを重点的に取り組むべき３本の柱として掲げ、所管

行政を推進してきているところです。その際には、本部会の委員の皆様の御指導の下、令

和３年に策定いたしました第５次社会資本整備重点計画と第２次交通政策基本計画を車の

両輪として連携を図りつつ、１つ１つの施策に取り組んできております。 

 これら２つの計画の計画期間でございますが、令和７年度までとされておりますことか

ら、計画の見直しに向けた議論をお願いしたいと考えております。近年、全国各地で自然

災害が激甚化、頻発化しております。１月の能登半島地震に続き、先週も豊後水道を震源

とする大きな地震が発生いたしました。また、地震に限らず地球温暖化、気候変動の影響

による大雨や台風など自然災害の脅威はますます大きくなってきております。 

 加えて、人口の減少や急速な少子高齢化、建設業や交通運輸関係産業における担い手不

足、インフラ老朽化の加速度的な進行、国際競争の激化、世界的な不確実性の拡大、ＤＸ、

ＧＸの進展など我が国を取り巻く社会経済情勢は大きく変化してきております。計画の見

直しに当たりましては、こうした変化を踏まえつつ、これからの時代にふさわしい社会資

本整備や交通政策のあり方を示していく必要があると考えております。このため、本日、

国土交通大臣から社会資本整備審議会及び交通政策審議会に対し、計画の見直しについて

諮問がなされ、両審議会から本計画部会に付託されました。 

 限られた時間ではございますが、小林部会長をはじめ、委員の皆様には忌憚のない御意

見をいただきますとともに、引き続き幅広い見地からより一層の御指導を賜りますようお

願い申し上げまして、私からの冒頭の御挨拶とさせていただきます。どうぞよろしくお願
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い申し上げます。 

【社会資本整備戦略推進官】  続きまして、新しく委員に御就任された皆様の御紹介に

移らせていただきます。社会資本整備審議会及び交通政策審議会の計画部会では、新しく

４名の委員が御就任されておりますので御紹介させていただきます。 

 まず、フリーキャスター、東京大学総合防災情報研究センター客員研究員の有働由美子

委員でございます。 

【有働委員】  よろしくお願いいたします。 

【社会資本整備戦略推進官】  続きまして、立教大学経済学部教授の首藤若菜委員でご

ざいます。 

【首藤委員】  首藤です。よろしくお願いします。 

【社会資本整備戦略推進官】  本日は御都合により御欠席のため、事務局からお名前の

み御紹介させていただきますが、ボストン・コンサルティング・グループ日本共同代表の

秋池玲子委員、東京都市大学都市生活学部教授の坂井文委員でございます。よろしくお願

いいたします。 

 続きまして、お手元の資料を御確認ください。本日の資料は配付資料一覧にありますと

おり、全部で１１点ございます。議事次第、委員名簿、資料の１から４、参考資料の１か

ら５となっております。不備等がございましたら、随時事務局までお知らせください。 

 なお、資料は議事進行に合わせて事務局にて画面共有をいたします。 

 それでは、議事に入りたいと思います。なお、報道関係者の方のカメラの撮影は、ここ

までとさせていただきますので、御協力お願いします。 

 これ以降の進行は、小林部会長にお願いしたいと存じます。どうぞよろしくお願いいた

します。 

【小林部会長】  皆さん、よろしくお願いいたします。小林でございます。本日より両

計画の見直しが当部会に付託されまして、改定に向けた議論をスタートいたします。後ほ

どまた直前にも申しますけれども、今日は第１回目の会議であるということもあり、でき

るだけ自由な意見を言っていただきたい、御発言いただきたいと思うのですけれども、何

分、委員の皆さんの人数が多うございまして、単純に割りましても１人マックス２分とい

う、そういう状況を御理解いただきたいと思います。 

 計画というのは、もちろん、その時代、時代の社会経済というものを反映するのですけ

れども、もう少し将来、長期的なことを見据えながら、この計画期間の間に何をやるべき
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かということかを考え将来を先取りしていかないといけない。そういう意味で、本日はラ

ディカルな意見をお願いしたい。御承知のように、ラディカルには二つの意味があります

があまり過激なのは怒られますけれども、本当の英語の意味でのラディカルな意見、根本

的な意見をいただきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に入りたいと思いますが、本日の議事は４点ございます。１点目に令和

６年能登半島地震からの復旧・復興に向けた主な取組、２点目に社会資本整備、交通政策

を取り巻く社会経済情勢、３点目に今後の社会資本整備の施策の方向性について、４点目

に今後の交通政策の方向性についてということになっております。それぞれ資料に基づい

て事務局から御説明いただいた後に、これらに対して各委員の御意見を伺いたいと思いま

すので、よろしくお願いします。オンラインの出席の方におかれましては、御意見、御質

問の際は「手を挙げる」機能で発言を希望する旨をお知らせください。私から発言者を御

指名させていただきます。 

 それでは、まず資料１の説明をお願いいたします。 

【社会資本整備政策課長】  社会資本整備政策課長の齋藤でございます。私から資料１か

ら３を一括して説明させていただきます。 

 まず、資料１、能登半島地震からの復旧・復興に向けた主な取組でございます。１枚お

めくりいただきまして、能登半島地震の概要につきましては、御承知のとおりかと思いま

す。輪島市、志賀町で震度７を観測したほか、津波の発生というようなところでございま

して、２ページ目でございますが、甚大な被害が発生しております。建物の倒壊、損壊、

市街地の火災、津波の浸水、そして広い範囲での液状化の被害というようなところでござ

います。 

 次のページ、めくっていただきましてインフラにおきましても、甚大な被害が発生して

おります。これにつきましては、後ほどそれぞれ御説明いたします。初動の関係でござい

ますけれども、４ページ目を御覧ください。ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥの活動でございます。Ｔ

ＥＣ－ＦＯＲＣＥはリエゾンによる情報支援でありますとか、道路啓開等の緊急復旧、あ

るいは国交省で持っております様々な資材の提供、また、ドローンなどを使った被災状況

の調査といった活動をしているところでございまして、派遣実績といたしましては次のペ

ージになりますけれども、延べで２万５,０００人余りということで派遣人数は歴代２位

というようなところでございました。 

 また、インフラの各モードについての災害復旧の状況でございますけれども、まず道路
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につきましては次のページでございます。１月２日から幹線道路の緊急復旧に着手いたし

まして、特に沿岸部では被災箇所が多数確認されているというところでございましたので、

内陸側と海側、両方からくしの歯状に緊急復旧ということで、１３方向の通路を確保し、

孤立集落につきましては１月１９日に実質的に解消させたというところでございます。 

 次のページをおめくりください。土砂災害につきましては、３県で４４０か所というと

ころでございまして、特に河道閉塞が発生した箇所でありますとか、沿岸部の地すべり発

生箇所につきましては、国による緊急的な土砂災害対策を推進したというところでござい

ます。 

 続きまして上下水道の関係、次のページでございます。こちらにつきましては、最大で

１３.６万戸が断水したというところでございまして、国土交通省では全国の自治体の上

下水道職員などと連携いたしまして、復旧支援を実施しているというところでございます。

断水解消は、能登町では４月中、輪島市、珠洲市では５月中の見込みということになって

おります。また、今回の地震を教訓といたしまして、上下水道施設の被害を踏まえた今後

の地震対策のあり方でありますとか、上下水道一体での災害対応のあり方について議論を

開始しているところでございます。 

 次のページは宅内配管の工事、これにつきましても国交省として工事業者の情報収集、

情報発信などを行いまして、その工事の加速をしているところでございます。 

 次のページが港湾の関係でございます。能登地域におきまして、港湾全体で被害が及ん

でおります。港湾施設の一部管理を国交省にて実施しているほか、代行復旧なども行いま

して、災害復旧に努めているところでございます。 

 次のページ、鉄道の関係でございます。のと鉄道、４月６日に運転再開ということで、

これで全線運転再開というような状況になっております。 

 次のページが住まいの確保の関係でございます。避難所、応急的な住まいの確保、恒久

的な住まいの確保、段階的な対応が必要というところでございまして、２次避難の推進で

ありますとか、公営住宅などの空き室の活用、応急仮設住宅の建設などを進めているとこ

ろでございます。その中で応急仮設住宅につきまして、次のページにございますけれども、

ムービングハウスでありますとか、トレーラーハウス、プレハブなど様々な応急仮設住宅

を活用いたしまして、その建設を推進しているところでございます。 

 また、液状化が幅広い地域で発生しているところでございまして、国で直轄調査により

まして、復興まちづくり計画の策定、液状化の被害からの復興対策の検討を実施している
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ところでございますが、今月決定の予備費でさらに追加的な調査というようなことを実施

することにいたしまして、復興まちづくりに関しまして、その作成をしっかりと支援して

まいりたいというところでございます。 

 資料１、最後のページになりますけれども、初動対応や応急対策でございます。こちら

につきましては、下の写真にもありますとおり、ドローンによる物資の輸送でありますと

か、循環型シャワーといったところ、新技術によりまして初動対応、応急対策というもの

をやってきたというところであり、これらの技術が大きく貢献してきたというところでご

ざいますので、今後の初動対応・応急対策を強化するためにはどういうことが必要なのか

を政府として取りまとめ、それをしっかりと対策をとっていきたいと考えているところで

ございます。 

 資料１につきましては以上でございまして、続きまして資料２に移らせていただきます。

資料２は社会経済情勢というところでございまして、１枚めくっていただけますでしょう

か。前回の計画部会、１２月の際には、こちらにあります６つの社会情勢、すなわち、気

候変動などの自然災害の関係、インフラの老朽化の関係、左下にありますけれども、国際

競争の激化などの経済の関係、また、右上にありますけれども、地域の危機ということで

地域社会の関係、次が人材不足、グリーンの関係、この６つの観点におきまして、資料を

提供いたしまして、様々な御議論をいただいたというところでございます。こちらにつき

まして、前回いただきました御意見について、２ページ目以降でまとめているところでご

ざいます。このそれぞれいただいた御意見を基に論点を構成しておりますので、続きまし

て資料３のほうに移らせていただきたいと思います。 

 資料３を１枚おめくりいただければと思います。資料３の構成ですけれども、１.であり

ますが、ここは論点を３つの構成に分けております。社会資本整備の全体の方向性と先ほ

ど申し上げた６つの社会情勢それぞれの論点、そしてその計画の実効性を確保するための

公共事業評価でありますとか、そういった様々な手法に関する個別の論点ということにし

ております。２.に、それぞれで挙げた論点を１つにまとめているというものがございます

ので、一覧できるようにしております。 

 では、資料の３つの構成のそれぞれの論点について御説明をさせていただきます。おめ

くりいただきまして３ページでございます。社会資本整備の全体の方向性につきまして、

前回の御意見といたしまして３つの総力でありますとか、インフラ経営、これらについて

は、しっかりと言及をしていくべきだというような御意見でありますとか、Well-beingで
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ありますとか、豊かな暮らし、こういったものを国民全体で理解を共有して、その促進を

図っていくというようなことが必要ではないかというような御意見もいただいたところで

す。 

 それを踏まえまして論点でございますけれども、次のページの下のところにまとめてお

ります。国土交通省での中長期的な社会資本整備の目的である安全・安心、地域社会、経

済成長、この３つの柱というものが今後とも変わりがないかという点。また、重点計画で、

今掲げております６つの重点目標、これについてこのままでよいのかという点、また、先

ほど申し上げた３つの総力でありますとか、インフラ経営、こういったところは施策の連

携に関わるところでございますが、こういったところを具体的にどういうふうに進めてい

くべきなのかというような点について、論点として挙げさせていただいております。 

 続きまして、先ほど申し上げた６つの社会経済情勢それぞれの論点について御説明いた

します。７ページでございます。まず自然災害の関係でございます。前回の御議論の中で

は、流域治水などについてさらに連携を深めていくべきではないかというような点であり

ますとか、意見の３つ目にありますけれども、同時発生した災害などに対して複合的な対

策というようなものを検討していかなければいけないのではないかというような点、意見

の一番下のところにありますようなハード・ソフト施策というようなものの両方を組み合

わせるというようなことの重要性についてもちゃんと社会に発信していかなければいけな

いのではないかというような御意見をいただいております。 

 これを踏まえて論点、下にございますけれども、流域治水など分野間の連携をいかに進

めていくかというような点でありますとか、２ポツ目、ハード・ソフト施策の連携、そう

いったものを効果的にどう組み合わせていくべきか。地震対策としての耐震化、津波対策

の推進をどうしていくか。また、４ポツ目に能登半島地震を踏まえまして、日常時・非常

時などのフェーズにとらわれないフェーズフリーの考え方なども含めまして、そういった

危機管理対策というものをどういうふうに強化していくべきかという点。５つ目に住民の

防災意識の向上、実効性のある避難体制をどう確保していくべきかというようなところを

論点として挙げさせていただいております。 

 続きまして社会経済情勢の２つ目の老朽化の関係です。９ページになります。こちらに

つきましては、群マネの関係でございまして、各モデル地域のよい点を学ぶべきではない

かというような御意見でありますとか、広域的なインフラマネジメントが必要ではないか、

あるいは２ポツ目にありますけれども、インフラの老朽化のデータ収集などのソフト面で
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市民の参画というものを促進すべきではないかというような御意見をいただいたところで

ございます。 

 これを踏まえまして、論点として挙げさせていただいておりますが、優先順位をしっか

りとつけながら、予防保全型のインフラメンテナンスの本格転換をいかに図るべきか。ま

た、群マネに代表されるような広域的・戦略的なインフラマネジメントをいかに展開して

いくべきか。また、市民参画をどのように促すか。その下にありますが、新技術の導入で

ありますとか、あるいは集約・再編等のストック適正化というものをどのように進めてい

くべきかというようなところを論点として挙げさせていただいております。 

 続きまして１２ページになりますが、経済成長の関係でございます。こちらにつきまし

ては、前回、オーバーツーリズムなどによります交通渋滞の問題についてしっかりと取り

上げていくべきというようなことでありますとか、効率的な物流ネットワークの整備、モ

ーダルシフトの推進が必要というところ、あと４ポツ目にありますけれども、産業の立地

促進に資するインフラ整備というのが重要ではないかというような御意見をいただいてお

ります。これを踏まえまして論点として広域的な人流・物流ネットワーク、これをどうい

うふうに整備していくか。２ポツ目として産業の立地と発展をもたらすインフラの重点整

備をどう進めていくべきか。４ポツ目に外国人の話を入れましたけれども、訪日外国人の

受入・対応能力の確保を図りながら、観光の活性化をいかに図るべきかといったところを

論点として挙げさせていただいております。 

 続きまして地域の関係が１４ページになります。こちらにつきましては、多地域居住に

つきまして、もっと各省を超えた総合的な取組が必要ではないかというような御意見や、

３ポツ目にあります都市圏全体で立地適正化・拠点整備というものを考えていく必要があ

るではないかというようなところ、あと下から４つ目になりますけれども、バリアフリー

の関係につきましては、障害の方々のみならず、より一層幅広の意味で捉えることが必要

ではないかといった御意見をいただいたところでございます。 

 これを踏まえまして、論点として挙げさせていただいておりますが、都市圏全体での広

域的な立地適正化などを図るために、いかにコンパクトなまちづくりと公共交通の確保を

図るべきかといったところ、また、過疎化が加速する中でデジタルとリアルが融合した地

域生活圏をどのように形成していくべきか。また、政府として力を入れておりますが、子

育て環境の充実、あるいは多地域居住、こういったものをどう推進していくかというとこ

ろ、また、御意見をいただいたところのバリアフリーの関係では、誰もが安全・安心で暮



 -9-

らしやすい地域社会の実現に向けてバリアフリーなどをどういうふうに推進していくべき

かというところを論点として挙げております。 

 続きまして人材不足の関係でございます。物流、建設産業の２０２４年問題というもの

をしっかり取り上げていくべきというような御意見でありますとか、建築工事の関係での

工期の見直しなど発注方法の改善が必要というような御意見をいただいております。担い

手の確保につきましては、論点といたしまして処遇改善でありますとか、働き方改革、こ

ういったことを通して担い手の確保、育成をいかに図るべきかというような点であります

とか、ドローン、ＡＩ、自動運転、これらの新技術をいかに社会実装していくべきかとい

うようなところを論点として挙げさせていただいております。 

 ６つの社会情勢の最後の６つ目になりますけれども、グリーンの関係でございます。

２０ページを御覧ください。前回の御意見の中では３つ目にありますけれども、高速道路

でありますとか建物など、こういったところへの再生可能エネルギーの導入拡大が重要で

あろうという点でありますとか、ＥＶ車が出てきております中で充電ポイントの高速道路

沿いでの整備の検討が必要ではないかという御意見もいただいております。 

 論点といたしましては、グリーンの関係で３つの柱があると思っていますので、カーボ

ンニュートラル、ネイチャーポジティブ、サーキュラーエコノミー、それぞれどういうふ

うに実効性のある取組を推進していくべきかという点と、特にグリーン関係のものにつき

ましては効果の見える化というものをしっかりとしていかなければいけない。その中で評

価をどのようにしていくべきかというところを論点として、挙げさせていただいておりま

す。 

 ここまでが社会情勢の変化に基づきまして、論点を整理したものでございます。次の

２３ページ以降が計画の実効性の確保に関しまして、今の社重点におきまして第４章で記

載しているようなところでございますが、様々な個別の方策につきましての論点でござい

ます。まず１つは地方ブロック社重点と申しまして、地方ブロックごとに社会資本整備の

重点計画のＫＰＩとかを下ろしているものがございますが、その中では事業の見通しなど

できるだけ明確化しているところでございます。その事業の見通しを明確化することによ

って民間投資の誘発などを図っているところでございますが、そういったところを通じま

してインフラストックの最大化をいかに図るべきかというところを論点として挙げさせて

いただいています。 

 また、次の２６ページ、公共事業評価の関係でございます。御意見といたしまして、前
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回、イギリスの例を挙げていただきまして、Ｂ／Ｃを参考程度に見るという方向性が打ち

出されているということも御指摘いただいたところです。これを踏まえまして、より幅広

く貨幣換算が困難なところも含めまして、その効果というものを考慮した総合的な評価を

いかに実施すべきかというような点と、また、そのＢ／Ｃに限らずですけれども、ストッ

ク効果の見える化をいかに図るべきかというようなところを論点とさせていただいていま

す。 

 また、こうした施策の実効性を高めるに当たりましては、連携の強化が必要でございま

すが、２７ページでございます。皆様からの御意見の中でも社会資本整備の分野間連携だ

とか、それ以外の部分との連携、協力というところをしっかりと言及すべきだというよう

な御意見をいただいております。論点といたしましても、いかに相互連携を図りながら効

率的・効果的な社会資本整備を推進すべきかというところを挙げさせていただいておりま

す。特に今月から水道行政が国土交通省に移管しているということを踏まえまして、その

上下水道一体での取組の推進といったところ、しっかりと論点として挙げさせていただい

ております。 

 また、多様な主体の参画という点で２８ページでございますけれども、先ほども申し上

げた老朽化に伴いまして市民参画の促進が必要ではないかというところでありますとか、

御意見いただいているところでございますので、そういった民間事業者とか住民というも

のの主体的な参画を促すためにどういった支援が必要だというところを論点として挙げさ

せていただいています。 

 また、次がデータの関係でございます。流域治水など関係者の多い施策につきましては、

データの整備、統合、また、オープンデータ化というところに期待するという御意見をい

ただいておりますので、３０ページの下でございますけれども、そういった多様なデータ

の一元化・連携でありますとか、オープンなデータプラットフォームの構築といったとこ

ろを論点として挙げさせていただいています。 

 最後になりますけれども、重点計画のフォローアップということで、前回が計画のフォ

ローアップの会でございましたので、この点多くの御意見をいただいていたところです。

５ポツ目になりますけれども、インフラによって世の中がどういうふうなサービスが届い

ているのかというところを可視化するために、そのアウトプット・アウトカムの指標をど

ういうふうにするのかという検討が必要であるというところでありますとか、その３つ下

でございますが、ＫＰＩは本来アウトプットを評価するものであるが、長期的な目標につ
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いてもしっかりと書き込んでいく必要があるということを御意見いただいておりますので、

論点といたしまして、国民目線で分かりやすく可視化するためにアウトプットとアウトカ

ム、これらについていかに設定していくべきかという点でありますとか、あと世界的な潮

流であるWell-beingに関しまして、その関連施策、その指標というものをどういうふうに

充実・フォローアップしていくべきかというところを論点として挙げさせていただいてい

ます。 

 今回、諮問の会ということで幅広に論点を挙げさせていただいておりますので、こちら

について過不足がないか、あるいはより注力すべき点がどういったところかというところ

を御指摘いただければと思います。資料３までは以上でございます。 

【官房参事官（交通産業）】  交通産業参事官の奈良と申します。引き続きまして、議事

の４、資料４の今後の交通政策の方向性について御説明をさせていただきます。 

 早速でございますけれども、資料の３ページを御覧いただければと思います。昨年の

１２月の計画部会での議論を踏まえまして、現行の交通政策基本計画を策定した当時から、

社会経済環境の変化、大きな動きについて９つに整理をしたものでございます。ざっくり

分類しますと、①から③までが地域を取り巻く変化、④、⑤が経済を取り巻く変化、⑥、

⑦が災害や環境に係る変化というような分類になってございます。⑧と⑨につきましては、

それぞれ分野横断的な視点から技術や多様性や包摂性に関する変化を取り上げております。

早速、この９つの変化について数字などで御説明をさせていただければと思います。 

 まず、４ページ目を御覧ください。まず地域に関する社会経済環境の変化という大きな

観点から、１つ目に地域社会の持続性に関連して幾つかデータを御紹介しております。左

側が食料品など、いわゆる買物弱者が増加している現状を、また、高齢層を中心に公共交

通が減って自動車が運転できないと生活ができないという声が上がっているという現状を

御紹介してございます。 

 ５ページを御覧ください。乗合と地域鉄道の利用者は減少傾向にありまして、他方、右

側ですけれども、過疎地等で市町村やＮＰＯが行う自家用車を用いた自家用有償旅客運送

は増加し続けております。 

 ６ページにお進みいただければと思います。先ほどございましたけれども、Well-being、

幸福や健康と交通という文脈ですけれども、高齢社会が進行する中で公共交通の利用促進

により医療費が削減されたとのデータが示されてございます。 

 ７ページ目からでございますけれども、現在、地域で直面をしている課題と関係者の取
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組を御紹介させていただければと思います。まずはＪＲ西日本の芸備線についてです。岡

山から広島を結ぶ路線でありまして、その一部の区間につきまして大量輸送機関としての

鉄道の特性が生かされておらず、事業者と沿線の自治体との連携と協働が特に必要な状況

となっているということで、８ページですけれども、昨年改正されました地域交通法にの

っとり、特に御利用の少ない区間について、全国で初めてローカル線の再構築に向けた協

議会を国が設置し、協議を行っているところでございます。 

 ９ページ目でございます。地域交通の担い手や移動の足不足の解消のため、今月から日

本版ライドシェアとも呼ばれる自家用車活用事業が始まっております。タクシーが不足す

る地域、時期、時間帯におきまして、その不足分を補うため、タクシー事業者の管理の下

で地域の自家用車や一般ドライバーを活用するサービスでございます。また、自家用有償

旅客運送事業につきましても、実施のしやすさを向上させるため、徹底的に見直しまして、

地域公共交通会議の運営手法の見直しなどを行っております。 

 次の２点目の人材不足の深刻化の現状についてデータの御紹介をさせていただきます。

１１ページですけれども、左側のグラフで自動車運転の職業の有効求人倍率が高くなって

いることを示しておりまして、右側の表でこれらの職種において労働時間が平均より長く、

また、年間所得は平均より低いとの調査結果を示しております。 

 １２ページにお進みいただければと思います。左側が人材不足により廃止されたキロ数

でございまして、過去と比べても近年の廃止キロ数が多くなっているという状況です。右

側ですけれども、大きく報道されました大阪の金剛バスの事業廃止事例を御紹介しており

ます。このように人材不足により地方だけではなく、都市部でも大きな影響が出ていると

いう現状でございます。 

 １３ページ目でございます。外国人材の受入状況について示しております。これまで交

通分野では、航空、自動車整備、造船等につきまして、特定技能制度の対象になっており

ましたけれども、先月末、バス、タクシー、トラック、鉄道の運転士が新たに認められた

ところでございます。 

 １４ページ目でございます。交通分野の労働環境の改善が大きな課題となっております。

自動車、海上、鉄道運送それぞれの分野での職場環境の改善に加えまして、特に近年では、

いわゆるカスタマーハラスメントについても取組が進んできております。 

 １５ページ目でございます。技術を活用した労働環境の改善や生産性向上も重要でござ

います。コンテナターミナルの例ですけれども、最新技術の活用によりまして大型荷役機
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械の遠隔操作化やゲートでの待ち時間を短縮する取組が始まっております。 

 次に３番目の持続可能な交通産業という視点から、現状の数字を御紹介させていただき

ます。１６ページ目ですけれども、左側に消費者物価指数が今後も上昇傾向で続くという

ような予測を示してございます。また、こうした状況を背景に、バス、タクシーなどの産

業分野で運賃改定が活発化しております。 

 １７ページ目でございますけれども、自動車運転者のみならず、これは船員や鉄道です

とか、中小鉄道も含めた運転者の給与水準などの比較をしてございます。ほかの交通産業

分野と比べましても、やはり自動車の分野においては労働時間が長く、給与水準が低いと

いったような傾向がございます。 

 次に、次の２番目ですけれども、経済に関する環境変化という大きな観点から、４番目

に国際競争の激化や世界的な不確実性の拡大ということで、少し数字を御紹介させていた

だきます。今後の経済活動の見通しですけれども、アジア主要国のＧＤＰは大きく増加す

ると見込まれる一方で、ほかの先進国、特に日本のＧＤＰは穏やかな伸びにとどまってい

るというような予測になってございます。 

 次のページをお開きください。中東情勢の一層の緊迫化、ロシアのウクライナ侵攻など

を受けまして、海上輸送や航空輸送にも大きな影響が生じております。所要時間や運航コ

ストの増大といったような事象が発生してございます。 

 ２０ページをお願いします。こうした中ではございますけれども、日本の投資先として

の魅力は好転しておりまして、製品、エネルギー等の分野において、米国だけではなく中

国との価格差も大幅に縮小しております。 

 次のページに国内回帰の事例も幾つかお示しもさせていただいております。２２ページ

目をお願いいたします。日本経済を支える基幹的な交通インフラということで、近年、新

幹線が相次いで開業しておりますので、その効果を整理しております。 

 ２３ページ目、次のページでございますけれども、先月の北陸新幹線の金沢・敦賀間の

開業に伴いまして、当面の効果ですけれども、駅周辺の開発ですとか、地方鉄道の利用者

増といったような効果が現れております。 

 次に５番目ですけれども、持続可能な観点という視点で、観光という視点で最新の数字

を御紹介いたします。２４ページ目ですけれども、本年の１月から３月までの訪日外国人

旅行者数の数字は、既に２０１９年の水準を超えているということで、また、消費額につ

きましても昨年５.３兆円と過去最高を記録しているところでございます。 
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 ２５ページ目でございます。他方、こうした中、いわゆるオーバーツーリズムへの懸念

が高まっているということで、地域で現在どういった課題が生じているかについて事例を

御紹介しております。例えば京都ですけれども、バスの混雑とか、無断での写真撮影等が

問題になっているというところでございます。 

 ２６ページ目に、この傾向を数字で確認をさせていただきますと、外国人延べ宿泊者数

の推移を見ますと、コロナ前に比べても宿泊者が三大都市圏に集中しているという傾向が

見られておりまして、このため、地方部でも受入環境の整備をどんどんと進めているとい

うところでございます。 

 次に災害や環境に関する変化という大きな観点で、６番目ですけれども、巨大災害リス

ク、重大事故の発生について最近の事例を御報告したいと思います。２７ページ目につき

ましては、冒頭、能登半島地震、御紹介をしましたけれども、この２年間で見たときにも、

ほかにも地震、大雪、大雨といったような事象が続いてございます。 

 また、２８ページ目でございますけれども、知床の遊覧船の悲惨な事故、また、本年１月

の羽田空港の航空機衝突事故等、重大な事故が発生しておりまして、制度改正を含む様々

な措置を講じているところでございます。 

 次に７番目でございますけれども、カーボンニュートラル目標に向けた運輸部門の役割

ということで、最近の状況を整理しておりますが、これ、御案内の中身が多いかと思いま

すので、説明を省略させていただいて３１ページを御覧いただければと思います。世界各

国でＧＸ投資に向けた競争というのが激化しておりますけれども、日本においてもＧＸ経

済移行債を発行しまして、こういった脱炭素化に向けた投資を促進ということと、

２０２８年度からは賦課金の徴収によって、その償還を行っていく方針としてございます。 

 ３２ページ、次のページですけれども、これに関連した新技術の開発の動向ということ

で、ゼロエミッション船や、ＳＡＦの導入などの取組について御紹介をさせていただいて

おります。 

 ８番目でございます。次のページですけれども、横断的な事案として新技術の進化に関

する最近の動きについて取り上げたいと思っております。３３ページは交通分野での先端

技術の導入例として、顔認証改札ですとか、線路設備モニタリングなどの事例を御紹介し

ております。 

 続いて３４ページ、３５ページですけれども、ドローンと自動運転と自動運航船につい

て取り上げております。ドローンの社会実装の取組については、制度改正として機上カメ
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ラの活用により補助者とか看板の設置といったような措置を撤廃するといったような制度

改正を行っておりまして、これは実際に能登半島地震でも物資輸送に使われたりしており

ます。 

 これらの新技術の開発に伴いまして、サイバー攻撃などのセキュリティーリスクも高ま

っているということで、３６ページ目に昨年の夏の名古屋港のシステム障害の事例をまと

めさせていただいております。 

 ９番目でございます。最後に多様性や包摂性についてのニーズの高まりの動きについて

御紹介いたします。３７ページにおいては、子育てしづらい環境についての国の調査結果

を示しておりまして、３８ページ目においては、身体障害者の方々に加え、知的・精神障

害者の方の数も増加傾向でございまして、ハード・ソフト両面からのバリアフリーが必要

であるというように考えてございます。 

 ３９ページでございますけれども、Ｇ７などの場においても、女性活躍に関する国際的

な議論が活発化しております。 

 ４０ページ目ですけれども、具体的な事例としまして、自動車の安全基準について、男

女の違いを含む多様性を考慮した衝突基準などについて世界で議論が行われているという

ような状況にございます。 

 今までの状況変化についての説明を踏まえまして、４５ページに考えられる論点を整理

してございます。まず１つ目の論点でございますけれども、競争やビジネスが成立しない

地域における公的主体の責任や地域間や事業者間の連携、必要な受益と負担の新たな関係

について、どのように考えられるかということを論点として挙げてございます。 

 次に２つ目の人材不足の深刻化ですけれども、多様な人材の活用やモード間の連携、魅

力の向上といったことに加えまして、交通拠点やネットワークのインフラをどのように機

能強化していくかということも論点として挙げております。 

 ３つ目の持続可能な交通産業という観点から、適正な運賃収受や労働環境の改善、ＤＸ

化等の取組を考えていくべきではないかといったことを論点として挙げております。 

 ４つ目の経済の視点でございますけれども、経済安全保障、あるいはその競争領域や協

調領域をどのように意識して考えていくか、また、その国際的な経済活動の基盤をどのよ

うに強化すべきかという論点を挙げさせていただいております。 

 ５つ目の観光ですけれども、持続可能な観光という視点で、地方を含めた移動需要への

対応など、こういったことを論点として挙げてございます。 
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 ６つ目ですけれども、巨大災害や重大事故への対応という観点で、強靱で早期に復旧可

能な交通インフラやシステムを事前にどのように備えるかといったことを論点として挙げ

ております。 

 ７つ目はカーボンニュートラルの目標達成に当たりまして、新技術の実用化、また、化

石燃料賦課金等の新制度に対してどのように対応すべきかといったことを論点として挙げ

てございます。 

 ８つ目でございますけれども、ＡＩに代表される新たな技術というような観点から、自

動運転、ドローンなどの先端技術の実装、それに当たっての規制や基準、事業者、利用者

の理解醸成といったことを論点として挙げております。 

 最後の９つ目ですけれども、多様性や包摂性のある社会という観点で、バリアフリー化

に加えまして発達障害や女性、子供といった多様な人々の生活に資する交通を実現するに

はどうしたらいいかといったことを論点として挙げております。 

 説明については以上でございますけれども、最後に小委員会の設置について御提案をさ

せていただきたいと思います。４７ページを御覧いただければと思います。次回の部会ま

での間に、特に持続可能な社会を実現するための交通という観点で、前回の審議のときと

同様に小委員会を設けまして、実務的な検討を進めて本部会に報告をすることとしたいと

考えております。 

 説明は以上になります。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、意見交換に入ることといたしますが、冒頭に申しましたように時間が限られ

ていますので、時間厳守でよろしくお願いいたします。一通り委員の方々の全員の意見を

まず賜りたいと思います。固めてまた事務局のほうで、もし御回答されることがありまし

たらよろしくお願いします。 

 それでは、会場の方、意見がありましたら、立札を立ててください。それから、オンラ

インの方は「手を挙げる」のアイコンを押していただきたいと思います。司会、全部順番

を把握できかねますので、順番が前後すると思いますけれども、その点、お許しいただき

たいと思います。それから、できたら資料番号と該当ページとか該当箇所、もしそれが御

指摘いただけるのだったら、それも併せて言っていただければありがたいと思います。 

 もう早速、ほとんど挙がっている。では、根本先生から行こうか。全員が挙がっていま

すから、よろしくお願いします。では、順番にお願いします。 
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【根本委員】  ありがとうございます。それでは、私から２つ指摘させてください。私

は物流を専門としていますけれども、まず、社会資本重点計画のほうでは、資料３の１８ペ

ージ辺りに自動運転の実現に向けた取組というのが紹介されています。これはぜひ次期計

画の目玉として大きく取り上げてほしいなと思います。といいますのも、２０２７年に新

東名、新名神が完成しますし、RoAD to the L4、経産省のプロジェクトの中でも２０３０年

までに数百台程度は東名阪で実用化しようと言っているわけなので、ちょうどこの社会資

本整備重点計画の期間内に、こういうことが実現するわけです。これは連携してやってい

かなければいけないなと思うんです。道路局とＮＥＸＣＯ、それから、物流・自動車局と

トラック事業者、それから、経産省とトラックメーカー、こういう省庁間、あるいは官民

が連携していくというのが大事かなと思います。 

 それからもう１点、交通政策基本計画のほうになると思いますけれども、１０年程度で

鉄道、内航海運の輸送量倍増という目標を掲げています。ぜひともその実現に向けて必要

な施策を書き込んでいきたい。輸送キャパシティが確かに増えそうだということを、皆さ

んが理解できるような書きっぷりにしていただきたいと思うのです。 

実は御存じのように両モードともあまりキャパシティに余裕はございません。ですから、

かなり大胆に施策の転換を講じるということも必要かなと思っているんです。例えば日本

では旅客会社が線路を持っていますので、ダイヤ配分で旅客輸送の優先順位が高くなりま

す。アメリカは線路を貨物会社が持っていますので、貨物が優先されます。ドイツは線路

を国が持っています。ですから、より客観的に長距離・長編成の列車が優先されるように

なっています。これが、費用対効果が高いのではないかと私も思います。あるいは、フェ

リーなども航路の制限とか、航行速度の制限がありますが、緩和できるところがあるので

はないかと思っています。 

以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、田中委員、お願いします。 

【田中委員】  田中です。御説明をどうもありがとうございました。私からは２点、意

見をお話しさせていただければと思います。まず、資料２の最初に６つの論点を大きく整

理いただきましたところ、特にインフラ老朽化のところとか、また、人口減少、高齢化に

よる地域の危機のところが課題ととらえています。担い手になる人、つまり主体が多数必

要で、民間と行政と国とが役割分担もしながら連携をしていくことが重要視されています。
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私も、特に民間企業の方とさまざまな地域にフィールドリサーチで伺ってお話をしますと、

企業の中でもいろいろなことが縦割りで知見が分散化されてしまっているという現状です。 

 つまり、そういう中で、データの共有が不足しているのではないか。よって、ここのと

ころに文言として、データ活用も見据えたオープンＡＰＩのようなものをどう作るか、ど

こからどう民間と行政とを共有化して動かしていくかというしくみをここで一回整理して、

次の計画に向けては議論を丁寧にやっていく必要があるだろうと思います。社会情勢も大

きく変化する中で、これまで蓄積してきたものがすぐには使えないものもありますので、

さらに最先端のところで情報共有がなされる体制が必要と感じます。 

 もう一点は、資料４で次期の論点を９つに整理をいただいた、特に５番のところの観光

についてです。持続可能な観光に向けて移動需要をいろいろ見ていき、インバウンドを中

心でというふうにあるのですけれども、地域在住の方々が国内で移動するときに、一度地

域にいる方は東京に出てから目的地に移動しなければいけない状況に遭遇します。そこで

地域と地域がもっとつながれないか、国内でも姉妹都市までいかずとも、いろいろなネッ

トワークがもっと連携されるなどを期待します。そうすると多様な世代、いろいろな業種

の方、地域同士のつながりが交通によって加速します。国内での移動の促進を活性化して、

その情報発信によってインバウンドも活性化する、という流れも出てくるのではないかと

想像し、ここも注力ができればと思うところです。 

 ２点と言いながら、追加で、海外の包摂性について言及したいのですがよろしいでしょ

うか。資料が、どのページでしたか・・。 

【官房参事官（交通産業）】  すみません、多分、３９、４０ぐらいかなと。 

【田中委員】  そうです。資料４でしたか。 

【官房参事官（交通産業）】  資料４でございます。 

【田中委員】  どうもありがとうございます。ここで、多様性を考慮した安全性を担保

するための議論がなされているとのこと、例えば、自動車の安全性を確保するために、イ

ノベーションやスタートアップで音を使うとか、光を使うとか、技術革新で乗り物をより

安全に、快適にということを研究されているような会社があります。そのような情報も連

携して日本発の新しい仕組みやシステムが出されるタイミングに来ていると思いますので、

そこも少し注視をしたいと思っております。どうもありがとうございます。 

【小林部会長】  それでは、引き続きまして首藤委員、お願いします。 

【首藤委員】  立教大学の首藤です。今年度から委員になりました。労働経済を専門と
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しておりますので、私のほうから人手不足のことについて一言申し上げたいと思っており

ます。 

 人手不足、担い手不足、深刻ですので、どうやって人を集めていくかという点が１つ論

点にはなっています。処遇改善というのも当然重要なのですけれども、ただ、同時に先ほ

ど根本先生からもありましたとおり、自動運転がどんどん進んでいく中で、将来、この仕

事はあるのだろうかというような懸念が若者の中にはあると思います。やはり働き続けて

いけるというふうな見通しを示していくことが極めて重要だと思っていまして、ラディカ

ルな意見をということが冒頭、部会長からもございましたので、従来の枠組みにとらわれ

ないような職業のあり方ということを考えていったらどうかなと私は思っております。 

 例えば地域ごとに交通運輸の労働者というのは一定限、常に必要になって、これまでは

少なくとも必要になってきましたし、今後も自動運転が進んでいくとはいえ、しばらく当

面は必要であり続けると思っておりますので、例えばバスやタクシー、トラックというの

は、人を運ぶか、物を運ぶかという違いがありますけれども、車両を運転するというのは、

かなり技能やスキルが共通している部分もありますので、こういったところをそれぞれ別

ではなくて、１つの交通運輸労働者としてプールしていくようなことを考えていき、さら

にその両者間、職業間をキャリアでステップアップをしていって、さらにそれが賃金の上

昇につながっていくというような仕組みを考えられないかなと思っています。 

 例えば昔は若いとき、トラックのドライバーをやって、それでスキルを身につけてから

バスに転換して、その後、高齢になってタクシーのドライバーをやるというようなキャリ

アがありました。何かそういったキャリアと賃金上昇のあり方をセットで論じていって、

地域ごとに交通運輸の労働者を育成し、定着をしていくというようなことが重要ではない

かと思っております。あと、人が足りないので海外から人を呼び寄せればいいのではない

かという論点もありますけれども、例えばトラックで見ますと、国際的に極めて深刻な人

手不足になっておりまして、先進国、どこの国も人手が足りない。２０２６年からおよそ

今の３分の１ぐらい人がいなくなるのではないか。 

 つまり、すごい高齢化が国際的にトラックドライバーなんか進んでいますので、どこの

国も海外から人を呼び寄せようとしていますので、人手の奪い合いが起こることが必須だ

と思っております。ですので、簡単に日本に入ってきてくれるかどうかも分かりませんの

で、国内でどうしようかということを考えると、やっぱり１つは女性労働力を十二分に活

用していくということは非常に重要な点だと思っていまして、女性でも働けるような職場
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環境や労働環境を作っていくというようなことを同時に考えていく。やはり地方、地域で

有能な仕事をしながら働き、生活ができるような環境整備を両セットで作っていくことが

重要なのではないかと思っています。 

 以上です。 

【小林部会長】  それでは、小池淳司委員、お願いします。 

【小池（淳）委員】  小池です。これまでこういうやり方でいろいろと努力されている

ことに本当に敬意を表しますし、今日も数細かい資料を作っていただいて、非常に分かり

やすいのですが、この人口減少で経済が停滞する中で、これまでどおりこのやり方が本当

に機能しているのかというところがポイントだと思うんですね。能登半島地震の例を挙げ

れば、私、いろいろなところに書いているのですが、能登半島地震のときにやっぱり道路

の被災が非常に多い。それも地方道路が多い。これは、実は自治体の人に聞くと、権限の

移譲ということで財源を自治体に移譲する。そうすると、使える道路というのは投資しな

くても我慢できるけれども、公共交通に投資しましょうというのが大勢の意見であると聞

きます。こうした状況で地震が起こると、そういったところが被災を受けるという話なん

だと思います。これは、決して地方で公共交通が過剰だといいたいわけではないんです。 

 こういった事例をみても、もしかして、今話した状況が事前にもう少し分かっておけば、

これが防げたかどうかという視点で、今日の事例も議論したほうがいいと思うんですね。

ここでは、僕は暗に、これまでの地方分権に邁進した政策を基軸にして本当によかったの

か、もっと中央集権的にマネジメントすべきものがあったのではないか。あるいは、今日

も多くの事例が、規制緩和ということにとらわれていますが、もっと、規制強化すべきも

のはないのか。少し発想を転換して、あるいは、地方分権、規制緩和ということ疑って、

全体を見通し、問題点を精査する必要がある時期に来ているのではないかと思います。 

 もう１点は、同じような発想転換ですが、例えば財務省の財政制度分科会の４月９日の

資料で社会資本のところでは、大きく東京一極集中の是正に向けて国土計画を作るべきだ

という記述があります。つまり、国土交通行政というのは、本来的には、どんな国土構造

を実現するのかということにあるとすると、そのような国土の全体像と、ここでの１つ１つ

の施策がどう連動して、その実施に向けてどのように機能するかということの言及が少し

少ないように思うんですね。確かに５か年で解決できる問題ではないかも分かりませんし、

今日、補足資料で用意していただいたように、国土形成計画と連動していますよと言うの

ですが、よりこの国土構造を意識した、あるいは地方の人たちの生活を意識したことをこ
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の中にちゃんと盛り込んでいくことがそろそろ必要な時期ではないかなと思いました。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 では、有働委員、お願いします。 

【有働委員】  有働です。よろしくお願いいたします。ざっくりとしたことなのですけ

れども、今日、この資料、皆様が話し合っていらっしゃることも含めて、もっと、国民が

こういうことが論点になって話しているよというのを知るべきだと思うんです。だったら、

マスメディアのおまえがやれよという話なんですけれども、私もテレビのニュースを担当

していたのですが、苦手なのが未来を見せるとか計画を見せるということで、過去に起こ

ったこと、今日起こったことはみんな見やすいんですけれども、今から起こりうること、

特に政府の政策施策こそ、マスメディアで伝えることとの相性が悪いと私見ですけれども

思っております。 

 そうすると、インフラマネジメント等の市民の積極的参加の促進ということは、社会整

備に市民を巻き込んでいかなければいけない。でも、私も一市民として苦手なのは、こう

決まったよとお上からただ降ってくることなんです。とすると、途中経過、この審議会、

このまま見せても、多分、難しい。正直読まないと思うんですけれども、いい形で、ＳＮ

Ｓなどで、議論過程を丁寧に見せることで一緒に考えてもらうというのは非常に大事なん

じゃないかなと思いました。 

 先日、香川県の三豊という日本のウユニ塩湖と呼ばれるところを個人的に視察に行き、

政府に頼らずに市民の力でこの衰えゆく地域をどうにかしようというので、地方の人たち

が既存のビジネスが成り立つということと別のやり方で取り組んでいらっしゃるんですけ

れども、やっぱりそんな全てが善意だけでは成り立たないところがあって、そういう人た

ちにこそ、今、こういうことが話し合われているよというのを伝えてあげたいと思ったの

ですが、なかなか地方で日々を、目の前をやっている方々は改革したいと思っても情報が

届かないので、この審議会の内容も含めて上手なＳＮＳの発信など、継続的に一般市民を

巻き込んでいくというのはとても大事なのではないかなと思いました。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 では、荒木委員、お願いします。 

【荒木委員】  ありがとうございます。日本商工会議所、経済界の立場から、大きな方
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向性について話をさせていただきます。企業が投資判断をするときに重視するものは周辺

環境、インフラです。インフラがないと企業は投資活動をしません。次期計画ではぜひ「社

会資本整備は未来への投資」ということを前提に、産業政策の視点を踏まえて、民間の予

見可能性を高めることで、投資喚起、需要創出を図れるような計画にしていただきたいと

思っています。 

 また、現在の事業評価のあり方は、人口規模や目先の費用対効果に偏り、Ｂ／Ｃだけで

は適切な評価ができません。ですから、公共投資によって、どのような民間投資がうまれ、

波及するか等、将来に及ぶ多面的な効果という視点を持っていただきたいと思っています。 

 トラックドライバー不足については、先ほど根本先生も言われましたが、鉄道貨物と船

舶輸送の増大に向けては、ＡＩを活用したターミナルのデジタル化の推進のほか、岸壁・

貨物駅の拡充・機能強化といったインフラ整備も不可欠です。インフラ整備なしには、国

が掲げた「10年でモーダルシフト倍増」の目標は達成できません。 

交通について、地域の商工会議所では、まちづくりにも取り組んでいますが、交通政策と

まちづくり政策、産業政策を連動させながら交通計画を作成する観点も必要ではないかと

思っています。産業政策については、２０２７年度に向けて、官民を挙げて１１５兆円の

投資をするという話がありますが、企業の国内回帰や企業立地等の動きに対し、どう交通

面から支えるか、この点も考えていただければと思っています。 

 最後に、前回の計画では、物流政策大綱の議論が平行していたことから、交通政策基本

計画における物流の視点が大変少なかったと感じています。物流効率化を進める観点から

も、見直しにあたっては、交通政策基本計画でもしっかり踏み込んだ議論を期待します。

１回目ですので、基本的なコメントだけにさせていただきます。ありがとうございました。 

【小林部会長】  ありがとうございます。 

 今井委員、お願いします。 

【今井委員】  今井でございます。私からはデジタル化に関すること、４点申し上げた

いと思います。 

 １点目は、様々なユースケース、利用する場面というところ、デジタル化の話が出てお

りますけれども、その中でやはり通信の確保というのが異常時、平常時ともに重要になっ

てくるかと思います。私たちの業界の通信の使い方というのが意外と総務省や、あるいは

通信事業者の皆さんが知らなかったり、もっと言うと知りたがっているというところもご

ざいますので、そういったどういうふうに使っていきたいんだよということをもっともっ
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と要望を出していく、そういうような発信が重要かと思います。 

 ２点目です。２点目は、こういったデジタル化に関して様々なデータが分野、組織横断

的にますます流通していくことが予想されておりますけれども、その場合の生成ＡＩとか、

そういったところに対する脅威、いわゆる原本性と追跡可能性の確保、そういったことを

検討していく必要があるのではないかと思います。 

 ３点目は、災害に関わる話で、資料３、４ともに書かれておりますけれども、災害が起

こった瞬間に何が起こっているのかというのを把握するためには、平常時からずっと把握

することで、より災害が起こった瞬間にどこがどうなっているということが、把握するこ

とができるということが分かってきております。例えば私もＳＩＰで言いますと、防災の

ところでお手伝いしているところ、ＩｏＴ家電とか使いますと日常的には常時モニタリン

グができますので、災害が起こった瞬間にどこの家に救助に行かなければいけないのかと

いうのまで分かろうと思えば分かるんですよね。なので、そういうような平常時からモニ

タリングしておくもの、それが民間企業のほうで、もしそれを担われているのであれば、

そこをしっかりと支援するような策というものも検討していく必要があろうかと思います。 

 ４点目です。データの、例えば資料３の３０ページ目のところにも関係するかと思いま

すが、データを様々収集していくというところ、これ、非常に重要なのですけれども、そ

の収集するということは、その後の更新のところ、データは鮮度と精度と網羅性というこ

の３つを満足しなければ必ず使われなくなりますので、その更新サイクルをいかに確立さ

せるのかということにやっぱり重点を置いて取り組んだほうがよろしいかと思いました。 

 以上４点です。 

【小林部会長】  大井委員、お願いします。 

【大井委員】  大分大学の大井でございます。今日初めて現場のほうに参加して、前回、

オンラインで聞いていたのですが、先生方の発言が余りにもいっぱい出ていて、圧倒され

て何も言えなくて終わってしまったので、今日は３つだけ発言させていただきます。主に

資料３の中身です。 

 まず１点目は物流の話ですけれども、７ページのところで地方の影響を書いていたので

すけれども、本当に物流、災害とかで途絶すると、私のように九州のような地方にいると

いろいろな影響がやっぱり出てきます。例を１つ挙げるとしたら、広島で大雨があった年

ですけれども、鉄道が被災して実際、貨物列車が運行できなかったものですから、例えば

書籍とか、そういったものが１日、２日遅れるというのが実は常態化してしまっていまし
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て、従来より１日、２日遅れるというのが常態化してしまっているということもあります

し、新幹線の並行在来線を運営している第３セクターさんなんか、貨物の通過でかなり収

入を得ていて、経営安定につながっているのですが、そういったところが物凄い経営危機

になっている。 

 その収入が全くゼロになってしまったので、そういう状態があり得るということを物流

のところだけ見ていると、多分、こういった話が全く見えないのではないかなと思います

ので、ぜひそういったところの強靱化もやっていただきたいということと、あと併せて、

ここで話をすることではないのかもしれませんが、物流に余り過度な負荷をかけるような

消費のあり方というのを少し見直すようなことも、そろそろこういう計画の中で言ってい

かないといけないのではないか。例えば何でも通販を使うものではないよ、小口を使うも

のではない。リアルのお店でちゃんと購入していったりすることによって物流もまとめる

ことができるし、物流に負荷をかけることも小さくすることができるというような話もし

ていかないといけないのではないかなと考えています。これが１点目です。 

 ２点目が資料３の１２ページで観光の話が出てきていたんですけれども、インバウンド

に関する話、幾つか出てきていたんですけれども、数を追うというところ、受入れを確か

にちゃんとやらないといけないというのはよく分かるのですが、数を追うというところも

少し見直しをしていかないといけないのではないかなと。やはり適正な能力というか、受

入れの大きさというのがあるので、そこを超える部分については、あえて人数を追わない、

質を追っていくというところも、こういう大きい計画の中でうたっていったほうが、日本

の国力を上げるという意味では非常にいいのではないかなと思います。特にクルーズ船な

んか、地域によっては大きいものを追うのではなくて、ラグジュアリー船の中小型で収入

が多く取れるようなものを追うというところもありますので、そういったところをきちん

と踏まえていったほうがいいのではないかなと考えます。 

 ３つ目が、これは３も４も１７ページにある担い手の話なのですけれども、非常に重要

な問題だと思います。いろいろな方が御意見をなさっていると思います。例えば交通政策

をやっていく上で、実は今、地方の公務員もなり手が少なくて、交通政策に従事する人が

減ってきているという現状も実は結構ありまして、そういったことがやはり地方で働き場

がないので、なかなか地方に定住できないということにもつながっているので、少し大胆

な発言かもしれませんが、ある種、地方の交通サービスというのも、公共サービス的に公

務化してしまって、公務員的な雇い方をして、ちゃんと安定した収入が得られるから、こ
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れで働けますよという形にしたほうが、実は公務サービスもそうだし、交通サービスもそ

うだし、もっと言うと地域経済もそうだし、持続可能になるのではないかなという気がし

ておりまして、もしかすると今後、そういう形で、先ほど規制緩和の話とかもありました

けれども、少し戻る形になるかもしれませんが、もう少し公共が入っていくというか、公

共にしっかり担ってもらうというところを、担い手、雇い、雇用のほうからも支えていく

という仕組みなんかも入れていくと、今後、より地方が強くなるのではないかなと思って

おります。 

 私からは以上３点になります。 

【小林部会長】  小池（俊）委員、お願いします。 

【小池（俊）委員】  どうもありがとうございます。今の社重点で進めていただいてい

るインフラ経営という考え方を出していただいたときに、大変重要だなと思いました。イ

ンフラストックの潜在価値を引き出すとともに、新しい価値を生み出すことに取り組むわ

けですね。交通施策のほうでは、交通の民営化によって、例えば東京駅の賑わいとか、道

の駅とか見ていると、ああ、本当にインフラを経営しておられるなというのをよく私は感

じておりました。ただいま、奈良さんから競争やビジネスが成立していない地域とか対象

については、公共でやらなきゃいけないのだという御指摘もあり、なるほど、交通のほう

もまだまだこういう課題が重要だということを認識させていただきました。 

 経営のインフラではなくて、インフラを経営するとはどういうことか改めて考えてみた

いと思います。社会を下支えするインフラは、安全とか、公共とか、都市と農村という課

題を対象とし、もう少し広げると健康だとか教育とかにも波及していくのだと思います。

国際的には平和とか正義というものに波及していくのだと思うのですけれども、そのイン

フラをどういうふうにうまく経営することによって新たな価値を生み出せるのか、あるい

は潜在的な価値を生み出せるかを考えるということです。 

 経営ということになると、まずビジョンの設定が必要です。ビジョンというのは、恐ら

くこの中でも語られているようにWell-beingだとか、持続可能性であるとか強靱性、レジ

リエンスであるとかです。誰一人取り残さないという課題があり、これは途上国の問題で

ずっと考えられていましたけれども、国内の少子高齢化の問題もありますので、包摂的と

いう観点から、この課題もビジョンに含まれると思います。次に、スコープをどこまで広

げるかということを考えなければなりませんが、先ほど言いましたように安全とか環境と

か、食糧もあるかもしれません。こういう公共政策全般を対象としますと、御紹介のあっ
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た群マネというのは大変すばらしいインフラ経営戦略の１つになっているのではないかと

思います。 

 もう戦略に入りましたが、公共政策を一般企業のアナロジーで考えると、コングロマリ

ットではないかと思います。多業種、多角的な経営が重要な戦略となるのではないかと思

います。私どもは公共的なインフラとしていろいろなものを持っております。さっきも少

しお話がありました。上下水道が一体化しますと、上下水道を一体化した経営というのが、

これから考えるというのが非常に重要な課題ですし、これと治水や環境をどう組み合わせ

ていくかというのは流域治水の非常に重要な観点ではありますが、これと環境政策、農業

政策、あるいはエネルギー政策や都市政策とどう絡めていくのかということも、戦略的に

考える必要があります。 

 そうやって見ますと、今日の会議なのですが、この計画部会は社会資本整備審議会と交

政審との共同の計画部会ではあるのですが、いつも２つ、独立して出てくるんですね。２つ

御説明になって、でも、その連携が見当たりません。先ほど奈良さんからの御説明、最後

の論点のところに、社会資本整備の計画と関連するところ、いっぱいあるのに、その２つ

の連携の論点というのが出てこないというのはどういうことかなと思います。今日はラデ

ィカルな発言をしろという小林先生からの御下命がありましたので、そういうことも考え

るべきではないでしょうかということでございます。 

 以上です。 

【小林部会長】  竹内委員、お願いします。 

【竹内委員】  竹内でございます。御説明、どうもありがとうございました。時間にも

限りがありますので、私からは１点だけということにしておきたいと思います。そんなこ

とを言われてもとか、あるいはどこから手をつけていいか分からないなみたいな、そんな

お話になってしまうと思うのですけれども、大体、国土交通行政の場合には気候変動とか、

地球温暖化というと、すぐにイコール災害の激甚化となっていることが多いと思うんです

よね。でも、気候変動、温暖化による災害の激甚化以外の点はあんまり顧みられていない

ところが私はあると思っていまして、例えば最近ですと熊が冬眠せず畑とか住宅も荒らす

とか、あるいは鹿とかが増え過ぎて列車との衝突事故が増えるという話があったりもしま

す。 

 あるいはそれから、猛暑日が増えて大変な中、例えばバス停などでずっと炎天下、立た

されるということ、それが増えてくると、当然、バスに乗りたくないというような意見も
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出てくるかもしれません。それから、いわゆる特定外来種の昆虫とか植物、これは大体コ

ンテナ、港湾から、あるいは空港から入ってくることが多いと思います。それに加えて人

間の体にくっついて入ってくることもあると思います。そういう事案がこれからますます

増えてくると思うんですね。こうした点は厚生労働行政と農林水産行政と重なって、なか

なか手を入れにくいところではあるのですけれども、災害激甚化というところばかりに注

目するのではなくて、温暖化の影響が、今後、どういうような他のところで生じるかとい

うことをずっと見ていく必要があると思います。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  谷口（守）委員、お願いします。 

【谷口（守）委員】  谷口でございます。御説明、どうもありがとうございます。私か

らは資料３の１４ページの持続可能な地域社会の実現に関するところで、コメントを１点、

お願いを１点でお願いしたいと思います。 

 ここの地域社会の実現の論点の最初に書いてあるのが、いかにコンパクトなまちづくり

と云々と書いてあって、基本的には町は集約していきましょうという話の中で、今日の榊

局長さんの最初の話では、分散型社会をと言われて、世の中では結構、担当者の方が集約

なんですか、分散なんですかとわけ分からなくなっているというのが今の現状なんですよ

ね。そこはぜひ解像度を高めて社会資本整備も含めて考えていただきたいというお願いで、

分散を考えるときに３つに分けてくださいというお願いです。 

 １つは皆さんが期待されている政治家とかも、そういうニュアンスで使っている地方へ

の分散です。もう一つは、郊外への分散。最後はオンラインへの分散です。コロナのとき

には、地方への分散がこれで進むだろうと思って言われたのだと思うんですけれども、全

く進まなかった。むしろ、郊外への分散がデータとしては進んだだけだったということな

んですね。 

 そのときに世界全体では、むしろ、住まいからの利便性ということで、パリの１５分都

市とか、メルボルンの２０分都市とか、テレワークで自宅にいるところから生活の質を高

めるために近辺で、徒歩でいろいろなサービスにアクセスできるようにするのがこれから

のまちづくりという大きな流れができてきたんですけれども、X-minute cityという言わ

れ方をしていますけれども、じゃあ、日本で一体どうなっているのかというのをパーソン

とかのデータで見ると、実は歩いているのは５分以内のところしか歩いていません。１５分

都市、成立しているんだけれども、みんな車で行っているんですよね。 
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 そうなったときに、これから高齢者はもっと免許を返納しない状況でなったらどうなる

のかとか、郊外の住んでいるところの周りのコンパクト化をどう考えるか。それは分散化

ではなくて、散逸化ではなくて、住んでいるところの周りをどう豊かにして、なおかつ環

境負荷を下げて交通サービスを入れるかのような、そういう問題を考えないといけないと

いうことが郊外の話です。 

 あとオンラインの話に関しては、研究室では今、ＤＸとかというのをやめろと言って、

ＲＸというふうな言い方をしています。それはReal Space Transformationといって、もう

デジタルから実体空間に戻ったほうがいいんじゃないかというお話をしていて、それはち

ょうど田中委員さんがおっしゃった移動促進の話にもつながりますけれども、それは外出

促進です。 

 非常に顕著な若い人の転換があって、僕の授業で去年までデジタルを見るな、携帯を閉

めろと言うと必ず文句が出て、授業中に検索させてくださいみたいなのが来るんだけれど

も、今年はデトックスさせてくれてありがとうなんていうことで、それがいっぱい来るん

ですよね。だから、若い人は、もうそういう感じで、やっぱり転換してきているというこ

となので、行動変容も含めてなるべく外に出てきてもらうということをやったほうがいい

でしょうということですね。そこも含めて非常に分散という、ガサっという言い方ではな

くて、きめの細かい場所に応じたプラン、デジタル空間も含めた空間設計をしないといけ

ないということです。それがコメント。 

 あとお願いは、こういう議論ができるのは、ちゃんと国土交通省さんがパーソントリッ

プ調査とか、あとテレワーク人口調査、テレワーク人口調査はちゃんとテレビでも、昨日、

Ｎスタでも出ていましたけれども、ちゃんと継続してやられているからできるんですよね。

それは国の調査だからできるので、こういうのが全部民間のデジタルで、そっちに行って

しまうともうからなくて止めますとなったときに、一切何も追跡できなくなるので、こう

いうちゃんとクオリティーのあるデータというのを継続していただきたいというのがお願

いでございます。 

 以上です。 

【小林部会長】  二村委員、お願いします。 

【二村委員】  東京女子大学、二村でございます。２点、気候変動、カーボンニュート

ラルの話と、それから、物流の話、２点行きたいと思います。 

 カーボンニュートラルに関しましては、資料３、４両方にまたがる内容ということでお
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話をさせていただきます。先ほど奈良様からグリーンチャレンジと目標にはギャップがあ

るという話がありましたが、これはある意味、当然のことでございまして、グリーンチャ

レンジができることを全て積算していったもので、目標は、やはり私たちが受け入れられ

る目標を設定したものということでございますので、今後はこの目標を少しずつ上げてい

かなければいけないといった中で、国土交通行政としては、事業者、一般の自動車ユーザ

ー等で受け入れられやすいようにインフラですとか、政策でもってバックアップをしてい

かなくてはならない、そういうことであると思います。 

 先ほどカーボンプライシング、それから、脱炭素投資援助ということで、ある意味、飴

とムチの使い分けということでございますけれども、このようなことを通じまして効率的

削減に努める。これが第１歩でございますけれども、もう一つ、排出可能量を示す必要が

あるのではないかと思います。例えば大型トラックは、たとえ自動化しても必ずＣＯ２排

出、ございます。ということになりますと、実際、運輸部門でもってどのぐらいまでなら

排出が可能であるのか。どうしたらそこまで減らせるのかというような議論にもなります

ね。この数字をオープンにしますと、ちょっと大変なことになりますが、内々でこのよう

な数字をお持ちになるべきではないかなと思っているところでございます。それに合わせ

る形で排出枠を取得していく必要があるのではないかと思います。 

 また、次世代交通の選択というのは、私はエネルギーの選択でもあるかなと考えており

ます。次世代の技術、要はどういう燃料を使うかということでございますけれども、自動

車、航空機、船舶については、諸外国の動向の把握が必要だと思います。日本だけがガラ

パゴスにならないような物づくり、産業政策の視点を反映していただければと考えており

ます。その上で次世代の技術のための燃料の総量確保、それを必要な場所で適切に供給す

るためのサプライチェーンの構築、それから、インフラの構築が必要ではないかと考えて

おります。 

 あと１点だけ。根本先生が先ほどモーダルシフトの話をされていましたけれども、物流

分野、２０２４問題でモーダルシフト倍増というふうに船舶、鉄道、言われておりまして、

これはカーボンニュートラルのほうにも関わってくることではございますけれども、非常

に高い目標が掲げられております。ただ、この数字を出したときに事業者さんからは、も

うほとんど鼻先で笑われまして、これを中長期的に実現していくためには、やはり国の関

与というものが不可欠であると考えるわけです。例えばというところで申しますと、鉄道

インフラの場合、線路容量に余力がないとも言われますし、もしくは海上コンテナを鉄道
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の輸送しようという場合には、背高コンテナがトンネルを通れない等々、ボトルネックが

ございます。というようなところに関して、かなり長期的な視点になるとは思いますけれ

ども、改善が必要なのではないかと思うところです。 

 また、民間事業として競争ビジネスが成立しないエリアがあるという議論が、地域交通

の議論としてありましたけれども、貨物鉄道が利用してきたインフラにつきまして、旅客

を前提としたこれまでの鉄道維持の視点が成立しない地域が生じつつあるということを指

摘させていただきます。要は貨物鉄道だけが通るであろうインフラというものが、今後増

えてくる可能性がある中、国の関与のあり方というものを、要は国土計画の中に幹線鉄道

として位置づけていただくことで維持の方針を示す必要がると思います。その上で、どの

ように国が関与していくのか、資金を出していくのかというような議論をもうそろそろし

ていただけるとありがたいなと思います。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 オンラインの委員の先生方、本当にお待たせいたしました。挙手をされた順番で御発言

をお願いします。１０人もまだ委員の方がおられます。順番は大久保、中北、石田、大月、

それから、谷口、齊藤、佐藤、金本、大日方、最後に家田委員、この順番で行かせていた

だきたいと思います。時間が押しておりますけれども、くれぐれも御協力のほどよろしく

お願いします。 

 大久保委員、お願いいたします。 

【大久保委員】  ありがとうございます。ここでは便宜上資料３を参照しますが、以下､

交通政策、社会資本、相互に関連する事項でございます。社会資本整備重点計画法ができ

てから昨年２０周年を迎えまして、国土交通省はインフラ整備の権限、予算、技術を持つ

官庁として未来志向で意欲的に取り組んできたと評価しております。その上で更なるステ

ップのために５点、短く申し上げます。 

 第１点目は、３ページ、４ページの中期目標の部分ですけれども、環境、社会、経済の

３つの持続可能性が通常議論されるところ、ここの中では環境だけが明示的に出てきてい

ませんので、環境を明示していくということが重要かと考えております。その際に環境と

地域社会の関係がバイオカルチャーと言われるように、相互に密接に関係していることを

踏まえ、そこに役立つ社会資本の役割ということを考えるということを明確に位置づけて

はどうか。それと併せまして、６つの重点につきましても、現在、カーボンニュートラル
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だけが挙がっていますが、ネイチャーポジティブ、循環経済というキーワードをきちんと

入れていくということが重要かと思います。 

 第２点目は､７ページの災害のところですけれども、今後考えるに当たって、改めて東日

本大震災の復興のプロセスを総括する時期にあるのではないか。例を挙げますと、インフ

ラ相互の統合的整備ということで言えば、鉄道、道路と防潮堤の一体整備、あるいは国交

省、農水省、都道府県も含めて所管が異なる場合の所管換え､連携､統合的な整備のような

様々な例がございましたので、そういうものの中で恒久化していくものを多様なメニュー

として使いやすくしていくということも必要ですし、あるいは地盤・地形等に応じた道路

構造令の更なる柔軟化､自治体が希望する場合の原形復旧原則の見直し等を含めまして柔

軟なインフラ整備の考え方というものを改めて考えるべきと思います。 

 ３点目ですけれども、２６ページの事業評価について、Ｂ／Ｃ以外の点で言いますと、

ネイチャーポジティブの観点からネイチャーのロスを最大限回避、最小化しているかどう

かという観点や、そのための費用をポジティブに評価していくといった視点も重要かと思

います。また、事業評価だけではなく、ＳＡ､ＳＥＡ、すなわち持続可能性評価、戦略的環

境アセスメントといったものを導入して､きちんと事業評価と組み合わせていくというこ

とがないと、なかなか統合的な取組は進まないのではないかと思います。 

 それから、４点目は、２８ページですけれども、参加のところが理解の促進というふう

になっているのですけれども、これはやはり国民自らが決定に主体的に参加していくとい

う、決定への参加と理解の促進という２本立てだろうと思います。その上で、活動の支援

については、資金助成もありますけれども、例えばシミュレーションを市民自身が使いや

すくする、あるいはその費用が安くなるといったことも含みましてオープンデータ化とい

ったこととも絡んでまいります。また、単なる意見提出ではなく、対話型の参加というも

のを国交省はガイドラインで進めてまいりましたけれども、そういうものをきちんと制度

化していくということが重要かと思います。 

 最後、５点目ですけれども、こうした取組を国交省の事業だけではなく、他の事業にど

う取り込んでいくかという観点で、自治体や、あるいは大変大きな役割を果たしている民

間事業者のインフラ整備に関する施策ということがあります。ドイツなどは､補助金を出

す場合に､持続可能性、環境持続可能性という観点から審査しています。よい取組を進める

という意味では､例えば環境省が議論しているネイチャーポジティブの分野に関するＯＥ

ＣＭ法のようなものがあります。それとともに、一昨日、ＥＵでは環境・人権デューデリ
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ジェンス指令がついに採択されましたけれども、よいところを伸ばす施策とともに環境、

人権への配慮というものを義務化して、全体的に底上げしていくといった視点も重要では

ないかと思います。 

 早口になりましたけれども、一応、２分以内かと思います。以上でございます。 

【小林部会長】  それでは、中北委員、お願いします。 

【中北委員】  京大防災研の中北と申します。よろしくお願いします。防災、あるいは

気候変動関連のところでやっていますが、関連で質問です。１つは流域治水というのをや

っと何か所かで取り上げていただきましたが、今回、交通との関連ということで、疑問が、

質問したいと思ったところがありまして、１つは治水へのボトムアップ効果として、交通

網、あるいは交通構造物等の有効利用というのはどれぐらい議論されているか、されてい

なかったらしていただいたらいいなというのと、それから、鉄橋とか交通が阻害になって

流域治水、進めにくいというのがあるかもしれませんけれども、そういうようなところも

整理していただいて、ぜひここの部会だからこそ、突破口をいろいろ出していただければ

と思いました。 

 それから、先ほど気候変動で言うと、災害のほうばかりというようなので、もっといろ

いろなことをということのお話がありました。環境省のほうで気候変動の様々なアスペク

トの適用というのをやってられて、当然、防災もこの中の１つであって、国交省とかなり

密にタイアップされているんですけれども、それ以外のアスペクト、いろいろな国の気候

変動適用、やっていますので、先ほど御意見があったような点も国交省と環境省のタイア

ップというのが今後はあり得るかなというふうに今お伺いしていて思いました。 

 それから、最後、ここで言うのがあれなのか分かりませんけれども、最初は能登半島の

災害の件、御説明があって、国交省、かなりインフラの応援とかされておられるというの

を教えていただいて、まずは敬意を表したいと思います。その中で、もう少し一般論的に

なるのですけれども、やはり一次避難の場所の粗末さ、環境の悪さ、衛生面のよくなさみ

たいなのは、阪神・淡路の頃からどれだけできているかというようなところは、私たち、

もう一度考え直さないといけない。 

 関連死、そういうのはよく出てきますけれども、直接避難者に比べて関連死が何倍とか

いう数値というのも今までからある中で、それがかなり下がってきているのかどうかとい

うことを考えるとやっぱり、防災と医療との関係、かなり進んではきていますけれども、

それも含めて応援復旧というだけではない形で、先ほど平時と有事の違いなさという話が
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ありましたが、そこもふだんから国交省関連の中で考えるべきことがあれば進めていただ

ければと思いました。 

 以上です。どうもありがとうございました。 

【小林部会長】  石田委員、お願いします。 

【石田委員】  石田でございます。発言させていただきます。有働委員が三豊市の例を

挙げられましたけれども、喜んでやっているという感じではなくて、多分、国がやってく

れないからやらざるを得ないという、そういう状況かなとも思うんですね。そういう話を

あちこちでよく伺います。それに関して言うと、国の人は自助、共助ということをよくお

っしゃるんですけれども、公助として何をどうするのという視点もとても大事なことだと

思います。これはインフラ経営という観点から言うと、今持っている資源をどううまく活

用していくかということについての取組方というのが少しというか、かなり不足している

のではないかなという印象を私は持ちました。 

 具体的に申し上げますと、国もお金がないものだから、お金のない中でどうしていくか

ということで、何かできることは、制度をどうするかとか、ほかの政策との連携、協働を

どうするかということと、本当にキーになるようなところにどう重点的にお金を注ぎ込ん

でいくかという、そういうことですが、少しだけ例を申し上げますと、皆さんよくおっし

ゃっておりますが、交通の問題ですけれども、物と人を分けて運ぶような、そういう余裕

がある地域って、どんどんなくなっていっているのではないか。 

 それを一緒に運べるような事業制度とか、これは警察の方との連携が必要ですけれども、

免許制度をどうするのだ。ライドシェアリング、始まりましたけれども、そういうことを

どうするのだろうかとか、あるいはこれ、日本国がこれから食っていくときに、製鉄所の

跡地とか、非常に広い製紙所の跡地をどう使うかということが非常に大きな問題になると

思いますけれども、これ、都市計画的にどうするかとか、あるいはいろいろなインフラと

の連携、どうするかということで、まだどこもちゃんとした議論がないように思います。

現実に私の知っている範囲では、川崎の扇島でそういう話が動きつつありまして、時間的

な余裕があるとは思えないということです。 

 あと、連携と協働ということですけれども、カーボンニュートラルに言うと、二村先生

がグリーンチャレンジの数字と環境行動計画の数字が相当違っていてということなのです

けれども、こういうところこそやっぱり、経産省とか環境省とか農水省との連携を具体的

にどう詰めていくかということへの踏み込みがとっても弱いように思います。 
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 あと、能登半島地震に関して言うと、能登半島の北側の２４９号線って、国が権限代行

で復旧事業をするということになっているのですけれども、その周りに小さい漁港が

５０ぐらいあって、本当に小規模な漁港なのですけれども、今、本当に効率性の議論だけ

で言うと、全部なくしてしまえみたいな、そういうことになりかねないんですけれども、

そういうことと港湾と道路の関係で、どうぞ上滑りにならないような議論をしていただけ

ればなと思います。 

 あと、お金の話で言うと、i－Constructionとか、自動運転とか、私もＬ４の委員をやっ

ていたりとか、いろいろなことでやっていますけれども、なかなかスケールしていかない。

要するに高いからですね。そこをどうスケールしていくかということで言うと、我が国は、

かつて大型計算機を普及させるときとか、ＭＲＩ、医療装置ですけれども、急速に普及す

るときには国が国策としてリース会社を作られて、それをリースする、導入する。ちょっ

と時間がたつと、さらに安価に転用するというようなこともやってられましたので、トラ

ック会社、いろいろなところがあって大手ばっかりではありませんから、ぜひそういう間

口を、あるいは敷居を低下させるみたいなところにお金を使っていただけるとありがたい

ですし、これはＤＸでも言えてまして、プラットフォームとかデータ、スペースとかって

言葉はあるんですけれども、なかなか安価に使えるものが、これは国のやるべきことかと

いう議論もあるでしょうけれども、そういうところも考えながら、デファクトを待つので

はなくて、デジュールでどんどん推し進めていくみたいな、そんなことも考えてもいいの

かなと思います。 

 すみません、長くなりました。以上でございます。 

【小林部会長】  大月委員、お願いします。 

【大月委員】  大月でございます。私、住宅問題、まちづくり、災害復興などをやって

おります。大きく２点、指摘させていただきたいと思っております。今日の資料で、資料

３の１４ページ辺りで人口減少、少子高齢化の話がございました。この中で重要なのが、

高規格通信インフラへのアクセス環境というのが非常に重要なのかなと思っております。 

 例えば徳島県の神山町なんかが有名なのですが、なるべく多くの人が比較的フリーに通

信インフラへアクセスできるということが重要なわけは、高齢社会の中で例えば認知症で

失踪する方が年間２万人弱いて、そのうち５００人の方が死亡する。そうしたことでＩＣ

Ｔによる見守りなどが非常に地域で重要になってくる。これが進みますと、空き家を利用

したサテライトオフィスの立地とか、場合によったら高齢者医療の遠隔診療とか、そうい
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うものにも役立つ可能性が十分にありますので、インフラとして、これも重要なのかなと

思っています。 

 もう１点ですが、先ほど中北先生から能登半島地震で、やっぱり避難所が非常にプリミ

ティブであるという御指摘がございました。これは諸外国と比べると恥ずかしい限りなの

ですが、さらに進めますと、陸路でのレスキューばかりでなく、海路からのレスキューも

考えたほうがいいのではないかなと考えております。例えば大型レスキュー船から海兵隊

と工兵隊のような上陸部隊をまず作って、そこからレスキュー路を作っていくというよう

な、今回のような海底面が隆起した場合にも陸にアクセスできるような装備を備えたもの、

そういうものを常時作っておくことによって、今回のような半島型、あるいは島型のとこ

ろに対するレスキューの万全性というものをレスキューインフラとして整備していくのも

長期的には重要なのではないのかなと思います。 

 レスキュー、人命救助に関しましては、これは政策全般に関わる話なのですが、個人情

報保護の柔軟な運用、これがいろいろな活動を阻害している面もありますので、そこも言

及していただければありがたいなと思っております。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  谷口委員、お願いします。 

【谷口（綾）委員】  谷口です。まず、資料３の２６ページのＢ／Ｃだけに頼らない相

互評価の方向性についてというのはすばらしいと思いますので、ぜひ進めていただければ

と思いました。 

 それと資料３１ページのWell-being、ＫＰＩにするというのは、国の究極の目標は国民

の幸せですので、ぜひ進めていただければと思います。ただ、生活満足度となると、

Subjective well-being、つまり、主観的幸福感を指すことが多いので、普通、幸福度は経

済的安定・健康状態・ソーシャルキャピタル・それらの持続性、そして主観的幸福感の五

項目で構成されることが多いので、２８ページの黄色い四角の２つ目のポツに括弧付で、

Well-being（生活満足度）とあるのは、ちょっと直したほうがいいのかもしれない、注意

したほうがいいかなと思いました。 

 それともう一つ、ラディカルでもオーケーということなので、少しだけラディカルな発

言をさせていただきたいのですけれども、資料４の１８ページにＧＤＰと経済成長が比較

されています。しかし、経済成長を前提とした資本主義社会には限界があると思います。

アメリカ国民が２０００年の２.３倍、豊かで幸せになったかというと全然そんなことは
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なくて、全く別の問題ですよね。例えば全ての国で経済成長率が５％で３０年続くとする

と、地球の資源なんか全然もたないぐらい恐ろしいことになると思います。ということで、

いいかげん経済成長率を目標にしたりとか、ほかの国と比較するのは止めますとはなかな

か言いづらいとは思うのですけれども、そういう方向もあると考えたほうがいいのではな

いかと思います。 

 ちょっと前、去年か一昨年ぐらいに『Less is more』という書籍が話題になって、邦題

は「資本主義の次に来る世界」ですけれども、この本で理想としている社会は、江戸時代

の日本みたいな感じもします。これを読むと、日本の社会が経済成長率という観点では、

低迷しているように見えるし、もちろんいろいろな課題はあるのですけれども、日本が経

済成長を前提としないで幸福度を高める方向に舵を切れる可能性は十分あると思います。

そういう意味で、大井先生がおっしゃっていた物流に大きな負荷をかける消費生活を考え

直すべきだみたいなご発言にも私は賛同いたします。 

 あと、ちょっと別件なんですけれども、首藤委員がおっしゃっていたトラックドライバ

ーとかバスドライバーに女性人材を活用するときに、根本委員が最初におっしゃっていた

自動運転や運転支援システムが運転の難易度、大型車の運転のや二種免許取得の難易度を

下げて女性人材の活用につながって、かつサービス向上にもつながる可能性を有している

のではないかと考えます。 

 以上です。 

【小林部会長】  ありがとうございました。 

 次は齊藤委員、お願いします。 

【齊藤委員】  発言の機会、どうもありがとうございます。そして、御丁寧な説明もあ

りがとうございます。私、住まい、まちづくりの研究者でございますので、その視点から

話をさせていただきます。資料３、１４ページになります。こちらのほうで御指摘がござ

いました共の視点からの地域経営、あるいは民の力を最大限活用というようなキーワード

がございますが、まさに今弱っている地域力を高めていくために必要なことかと思います。

地域レベルで民間と市民がどんなふうに連携をしていくのか。実は答えは１つではない。

その地域ごとに違っていく。 

 ですから、公の役割というのは、先に制度をつくって、それに乗ってくる人にどうです

かと手を挙げていただくのではなくて、今後の１つの公の役割として、その地域の力をど

ういうふうにサポートしていくのか、そのサポートの仕方が地域によって異なってくると
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いうことですので、その仕組みを今後どうつくっていくのかというのが重要ではないかと

思います。新しい地域力、そこへの期待が高まっていく中で、それをどうして育成してい

くのかという大きなテーマがあるのではないかということ、この資料の示されている方向

のとおり、まさにこれをいかに実践していくのかということが重要かと思います。 

 それに関連しまして、資料４、４５ページ、一番下、⑨のところでございます。私たち

に求められている新しい暮らし方、そして新しい働き方、その中で交通をどういうふうに

していくのかという中で、最後、⑨、一番下の最後のところにシェアリングエコノミーや

シェアリングサービスというような言葉がございます。これもまさにこの地域の中でどう

いうふうな新しい地域力を発揮して、こういったサービスを提供していくのかということ

で、まさに新しい担い手づくりだと思います。この地域を支える新しい担い手づくりをど

う作っていくのかということが、また大事な私たちにとってのインフラになっていくので

はないかということですので、お示しいただきました方向の中でしっかりと実践をしてい

く仕組みを作っていく必要があるのではないかと思っております。 

 私からの発言は以上になります。発言の機会、どうもありがとうございました。 

【小林部会長】  それでは、佐藤委員、お願いします。 

【佐藤委員】  様々な論点をコンパクトにまとめていただいて、どうもありがとうござ

いました。私からは社会資本整備の話をお示しいただいた資料３につきまして、１つだけ

コメントを申し上げたいと思っております。 

 この社会資本整備に関連する様々な論点の中で、恐らく目的として幾つかが挙げられて

いる。１つは社会の生活を支えるために絶対必要なインフラの整備、もう一つはビジネス

など経済成長を支えるための整備。総論としてこの２つ、複数の目的を挙げるというのは

もちろん大事なことだと思うのですけれども、こういった議論の資料を拝見していると、

個別のインフラ整備に関しましても、この複数の目標が挙がっているケースが散見される

んですね。例えばコンパクトシティなどの議論は多いのですけれども、例えばコンパクト

シティであれば、地方で例えば高齢者の方々で免許を返納された。車が使えないから不便

になる。そういう方の生活を支えるためにコンパクトシティを進めていく。もしくは財政

支出の観点からコンパクトな町でないと、もうもたない。その観点からコンパクトシティ

を進めるというのは、これは恐らく福祉の目的になろうかと思います。 

 それはそれでもちろんいいのですけれども、そういったコンパクトシティの議論をして

いる中に割と地域活性化も狙うみたいなのが紛れ込むことが多いように感じております。
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基本的に１つの政策で複数の目的を達成しようとすると、どっちつかずになって、どちら

の観点から見ても失敗するというおそれが出てまいりますので、こういった議論をされる

際に具体的な計画、特に具体的な計画を立てる段階では、この政策は福祉のためなのだ、

この政策は地域の活性化のためなのだ、その無理のない形で政策と目的とをきちんとロジ

カルに結びつけて整理していただくといいのではないかなと感じました。 

 私からは以上でございます。 

【小林部会長】  金本委員、お願いします。 

【金本委員】  金本でございます。時間もということなので１点だけお話しさせていた

だきます。両方に関わる話で、失われた２０年とか言われていますけれども、その間の

２０年間にあまり国民は豊かになってこなかった。ＧＤＰなんかどうでもいいという方も

いらっしゃいますけれども、国民の生活が、その間、豊かになっていればＧＤＰ、どうで

もいいのですが、実は経済学の世界で指数理論、index number theoryというのがあって、

国民所得と国民のウェルフェアとの間の理論的な関係というのは、それなりに証明されて

いて、それに入らないものはいろいろあるんですけれども、それに入るものについては、

国民の幸福度を、かなりの程度、説明するものだということがあります。あまり乱暴なこ

とを言わずに、そういうことも学んでいただいて相対化していただくようにお願いいたし

ます。 

 それで、論点は、最近、電力のことしかやっていなくて、電力を見ていて、何で２０年

もこんなに停滞したんだろうかなと。みんな頑張っているのにと思ったのですが、やっぱ

り細かく見ていくと、ポツポツと世界の動きに取り残されている分野があるんですね。電

力の基幹システムの、今、市場化してマーケットを入れているのですが、それと電力シス

テムの運用について、諸外国では混合整数計画という数理計画の手法が使われて、普及し

ているのですが、それが日本では２０年ほど遅れているといったことがある。こういうふ

うにちょっと見ると分からないところで、日本が海外に劣後しているところがそこそこあ

るように思います。 

 特にインフラ系で海外との競争にさらされていないところ、これは電力システムの中枢

部ってそうなんですけれども、そういうところは海外に学ぶところが、かなり遅れていて、

そのベンチマーキングができていないということがあろうかと思います。ほかのインフラ

についても似たようなことがありそうな感じがあって、そういうものをきちんと丹念に見

ていっていただくということが非常に重要なのかなと。霞が関で座っていたら、そういう
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のが見えないと思うんですけれども、そういうのを末端まで拾い上げていって、日本の仕

組みを改善をしていくということに再度取り組まないと、もう２０年これが続くとまずい

のではないかという気がしております。 

 以上でございます。 

【小林部会長】  大日方委員、お願いします。 

【大日方委員】  ありがとうございます。私からは１点、申し上げたいと思います。バ

リアフリー、ユニバーサルデザインの推進についてです。社会資本整備、交通政策、いず

れについても言及をしていただきました。特にバリアフリーをもっと幅広に捉える必要が

あるのではないかという意見が前回委員会のときにも出ていたということなのですけれど

も、障害に関するもの、ジェンダーに関するものだけではなく、子育て世代、高齢者、そ

れから、訪日外国人観光客、こういった視点においてもユニバーサルデザインの推進とい

うのは、もはや前提であるというふうに考えております。 

 より多様な人を対象にするということを考えたときに、特に移動の側面でパンクしてい

る実態がたくさんあるのではないかなと思います。とりわけ、空港のエレベーターの問題

は、訪日外国人の方が非常に多く、スーツケースを持っていて、非常に多くの時間をかけ

て縦移動している。エレベーターを利用したい人が多く、長時間待たなければいけないと

いう状況を考えると、これはバリアフリーという表現ではもはやなく、前提としてのとい

う意味で、ユニバーサルデザインを推進するのだという、そういった方向性により力強く

シフトしていく必要があるのではないか。そのように考えております。よろしくお願いい

たします。 

 以上です。 

【小林部会長】  お待たせしました。最後、家田委員。 

【家田委員】  時間がないので、これは皆さん、読めるのか、事務局しか読めないのか

分かりませんけれども、これ、もう１回説明するとチャットに書いた意味がありませんか

ら、読んでくださいということですね。（最後にチャットからの意見として記述） 

 以上です。 

【小林部会長】  きちんと記録に残しておきますので、どうも失礼いたしました。 

 以上で全員の委員の方々の御意見をいただいたのですけれども、日本はやっぱり、この

少子高齢化という言葉で済ましたくない、世界史が経験したことのないような、今、局面

に突入してきているんですよね。それが働き方改革の問題であり、いろいろなところで顕
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在化してくる。日本のこういう状況になる、日本の後、韓国が来ているみたいなことを聞

いたことがありますが、それでも２０４０年ぐらいになるだろうと。 

 そういう意味で、もう新しい、日本からそういう姿を示していく、この計画というのは、

そのドライビングフォースというのか、フロンティアをつくっていっているんだという気

概を持って計画を作っていく必要があるのだろうと思いました。それから、日本は慣性力

の非常に強い国ですが、今までの方法ではこれまでの公的なサービス水準とか、都市サー

ビス水準を維持するのが非常に難しい。変わっていかないといけない。今、その局面に立

っているのではないかという思いを非常に強く持ちました。 

 それから、情報の問題も考え直していく必要がある。先ほどもＤＸの時代でないという

意見を聞きましたが、私もそういう感覚を持っていまして、１次情報をネットワークでつ

なげる、それに対応できるようなことを考える時代は、もう終わったのではないかなとい

う、もう生成ＡＩとかいう話になると、画像とか、非常に高度化された情報や文献が直接

つながる時代になっているので、そういうふうに時代に対応した政策が必要である。一方、

日本は個人情報の保護という概念が非常に強い国ですけれども、世界に比べても極めて強

い国だと思うんですけれどもね。逆に、そのことを大きな柱にできる国でもある。いま、

そのチャンスが来ているのではないかと思っております。 

 今日は、貴重な御意見をいただき、ありがとうございました。それから、家田先生には

失礼なことをいたしまして、時間が切れてしまいましたけれども、最後ですけれども、先

ほど交通体系分科会計画部会における小委員会の設置について御報告していただきました

けれども、本日、御了解をいただいたものとして、その名称や委員の構成については部会

長一任とさせていただいてよろしゅうございますか。 

（「異議なし」の声あり） 

【小林部会長】  では、それで進めていきたいと思いますが、ここまでの議論を受けて、

事務局の発言の機会も奪ってしまいましたけれども、最後に何か御発言等がございました

らよろしくお願いします。 

【社会資本整備政策課長】  大変幅広い御議論をいただきまして、ありがとうございま

した。皆様からの御意見、計画に直接取り込むもの、その前提として考え方を整理しなけ

ればいけないもの、あとは個別施策の立案のヒントになるもの、様々なものをいただきま

したので、事務局のほうでしっかりと整理をさせていただきまして、次回、御議論いただ

けるようにさせていただきたいと思います。ありがとうございます。 
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【小林部会長】  それでは、本日の議事は以上です。事務局に進行をお返しいたします

ので、よろしくお願いいたします。 

【社会資本整備戦略推進官】  小林部会長、ありがとうございました。本日の計画部会

の閉会に当たりまして、国土交通省大臣官房公共交通政策審議官の石原から御挨拶を申し

上げます。 

 石原交政審、よろしくお願いします。 

【公共交通政策審議官】  ただいま御紹介いただきました公共交通政策審議官の石原で

ございます。閉会に当たり一言御挨拶申し上げます。 

 まず、本日は小林部会長をはじめ、各委員の皆様、長時間にわたりまして社会資本整備

の施策、交通政策の方向性につきまして、多様な御意見、また、活発な御議論をいただき

まして、本当にありがとうございます。今、事務局からもありましたように、頂いた御意

見を整理しまして、計画の見直しということについての議論、今日、キックオフというこ

とでございますので、しっかり取り組んでいきたいと思います。 

 それから、１点だけですけれども、この計画の中身をどうしていくか、これは、これか

らしっかり取り組んでいきますけれども、計画の内容だけでなく、どのようなプロセスで

見直していくのか、どのように国民の方々に我々がこれから行おうとしている、この計画

の見直しを知っていただいて、またこの議論に参加していただくか、有働委員からそのよ

うな御指摘があって、非常に大事な御指摘だったと思います。この点も含めまして、また

事務局のほうでよく検討して、我々行政だけの独りよがりにならないように、せっかくの

数年に一度のこの見直しの機会でありますので、しっかり対応していきたいと、このよう

に考えております。 

 引き続き国土交通行政につきまして、各委員の皆様、また、いろいろと御指導いただく

こと、あろうかと思いますけれども、どうぞよろしくお願いいたします。本日は、誠にあ

りがとうございました。 

【社会資本整備戦略推進官】  本日の議事は以上となります。小林部会長、委員の皆様

方、ありがとうございました。 

 最後に事務局より１点連絡事項を申し上げます。本日の計画部会の議事録につきまして

は、後日、委員の皆様に内容の御了解をいただいた上で、国土交通省のホームページにて

公開いたします。 

 以上をもちまして、本計画部会を閉会いたします。ありがとうございました。 
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―― 了 ―― 
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（参考）オンライン会議のチャット機能による委員からの御意見等 

【家田委員】 

家田です。明らかに時間切れになると思いますので、チャットでコメントを送ります。 

①わが国のインフラや交通に関わる時代認識は世界の状況や時代認識を含めてもう少し危

機感を強調したいところですね。例えば、かつてはトップランナーの一員であったという

ポジションの「今」とそれに伴う諸課題を冷静に認識しなくてはなりませんね。 

②各論はそれぞれ大事ですが、この答申が国民へのメッセージでもあることを考えますと、

各論を一つに束ねるような「もっと太い柱＝メインテーゼ」の強力な押しだしが必要では

ないでしょうか？でないと一般国民は関心を持ち得ないし、それでは恐らく現状のインフ

ラと交通が直面する困難は乗り越えることが極めて難しいだろうと思います。 

③私の考えでは、メインテーゼは、「人（使い手・担い手・地域民・国民）と社会インフラ

の関係性の新たな構築」といったようなものなのではないかと思っています。なおここで

「社会インフラ」の用語は広義にとらえ、「交通サービス」も含めています。 

④これまでも「国民の理解と協力」さらに「国民の参加と貢献」というようなことを謳っ

てきましたが、それは供給サイドとあくまでも「対比関係にある国民」だったように思い

ます。しかし、インターネットやAIの悪用などを考えるとインフラと使い手の関係は、従

来の受け身的な「善意で弱い使い手」という姿から大幅に転換が必要です。また米国のUBER

の事例を見ても良し悪しは別にして、インフラと人の関係性が旧来型の概念と大きく変わ

ってきています。「新たな公」というもの言いもその流れではあります。また、コロナ禍や

災害復興など見ると、建設業や運輸業などエッセンシャルジョブの担い手は（非常時など

を考えるとそのすべてが自動化できるわけではありませんから）は私たちの検討の主役と

位置付けるべきだろうと思います。 

⑤そういった意味で、もし広義のインフラを、ハードのみならず諸制度や担い手・使い手

そして納税者や地域の居住者を一体としてとらえるならば、それはまさしく私たちの「コ

モンズ」であると宣言することが柱であるように思います。そのような発想の大きな転換

を伴うような基本認識は、従来必ずしも大きく位置付けられてきたようには思いません。

これを機に強く打ち出すというのはいかがでしょうか？ 

文章が拙くてうまく伝わらないかもしれません。以上、家田 


